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 「渋谷区財務書類」を作成しています。
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一般会計等 （単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

【様式第１号】

貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

248,495 0

156,758 12,461

0 52

857,102 21,444

790,986 8,800

△1,006 0

0 0

0 0

140,120 131

△51,952 5,502

2,608 1,663

0 23

0 負債合計 26,946

0

0 0

0 775

0 3,041

466

△277

22,315

1,967 893,158

542,132 △11,881

523,079

4

1,825

△1,466

△3,455

0

0

65,970

5,200

4,855

146

140

6

60,003

0

60,003

0

345

0

0

544

268

23

36,033

36,033

△45

51,121

13,714

1,471

△120 純資産合計 881,277

資産合計 908,223 負債及び純資産合計 908,223

0

0

0

- 1 -



一般会計等 （単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

0

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

科目 金額

85,255

50,463

16,845

16,120

725

6,530

0

33,379

29,067

978

3,334

0

239

133

106

0

34,792

0

21,700

6,562

0

7,408

5,552

1,856

77,847

499

0

11

0

488

13,493

32

13,461

64,853

- 2 -



一般会計等 (単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 858,197 △14,194

純行政コスト（△） △64,853

財源 87,924

税収等 70,697

国県等補助金 17,227

本年度差額 23,071

固定資産等の変動（内部変動） 20,758 △20,758

有形固定資産等の増加 107,330 △107,330

有形固定資産等の減少 △95,286 95,286

貸付金・基金等の増加 8,741 △8,741

貸付金・基金等の減少 △27 27

資産評価差額 0

無償所管換等 2,614

その他 11,589 0

本年度純資産変動額 34,961 2,313

本年度末純資産残高 893,158 △11,881

23,071

【様式第３号】

純資産変動計算書

自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

科目 合計

844,003

△64,853

87,924

70,697

17,227

2,614

11,589

37,274

881,277

0

- 3 -



一般会計等 （単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

133

【様式第４号】

資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

科目 金額

80,817

45,968

18,096

27,739

0

0

34,849

6,587

21,700

6,562

0

94,882

70,655

17,004

5,552

1,671

491

0

0

0

14,065

13,824

5,155

8,579

70

20

0

0

223

0

27

241

0

△13,333

1,749

1,749

0

0

13,714

0

△1,749

本年度資金収支額 △1,017

前年度末資金残高 11,559

本年度末資金残高 10,542

3,018

154

3,172

- 4 -



全体 （単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金 △469 純資産合計 885,413

資産合計 913,126 負債及び純資産合計 913,126

36,033

0

0

0

53,848

15,297

2,964

23

36,033

60,795

0

60,795

0

△465

4,855

345

0

0

2,348

268

146

140

6

68,146

5,200

0

0

4

1,825

△1,466

523,079

466

△277

22,315

△3,455

0 負債合計 27,713

0

1,967 895,334

542,132 △9,921

0 0

0 0

0 812

0 3,041

0 70

140,120 131

△51,952 5,586

2,608 1,663

△1,006 0

0 0

0 52

859,278 22,127

790,986 8,800

248,495 0

【様式第１号】

貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

156,758 13,144

- 5 -



全体 （単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト 101,529

11

0

47,427

21,700

0

0

7,599

5,552

2,047

0

491

13,477

32

13,445

3,334

0

114,504

502

0

951

133

818

0

69,127

0

0

34,435

30,123

978

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

科目 金額

122,103

52,976

17,590

16,832

758

- 6 -



全体 (単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 860,344 △12,515

純行政コスト（△） △101,529

財源 124,910

税収等 89,672

国県等補助金 35,238

本年度差額 23,381

固定資産等の変動（内部変動） 20,787 △20,787

有形固定資産等の増加 107,330 △107,330

有形固定資産等の減少 △95,286 95,286

貸付金・基金等の増加 8,773 △8,773

貸付金・基金等の減少 △30 30

資産評価差額 0

無償所管換等 2,614

その他 11,589 0

本年度純資産変動額 34,990 2,594

本年度末純資産残高 895,334 △9,921

2,614

11,589

37,584

885,413

0

89,672

35,238

23,381

【様式第３号】

純資産変動計算書

自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

科目 合計

847,829

△101,529

124,910

- 7 -



全体 （単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高 15,297

0

△1,749

本年度資金収支額 △697

前年度末資金残高 12,822

本年度末資金残高 12,125

3,018

154

3,172

0

223

0

27

241

0

△13,333

0

0

0

14,385

0

1,749

1,749

0

0

491

13,824

5,155

8,579

70

20

0

0

69,224

47,524

21,700

0

0

131,378

88,953

35,015

1,858

5,552

133

【様式第４号】

資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

科目 金額

116,993

47,769

18,841

28,795

- 8 -



【様式第５号】　附属明細書

１　貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

①　有形固定資産の明細 (単位：百万円)

前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 本年度末 本年度償却額 差引本年度末残高

区分 (A)+(B)-(C) 減価償却累計額 (D)-(E)

（A) (B) (C) (D) (E） (F) (G)

事業用資産 285,432 112,528 96,507 301,453 52,958 3,048 248,495

土地 156,602 65,650 65,494 156,758 156,758

立木竹

建物 126,184 39,375 25,439 140,120 51,952 3,016 88,168

工作物 1,688 2,466 1,546 2,608 1,006 32 1,602

船舶

浮標等

航空機

その他

建設仮勘定 958 5,037 4,028 1,967 1,967

インフラ資産 532,971 12,949 56 545,864 3,732 115 542,132

土地 510,515 12,564 0 523,079 523,079

建物 446 20 0 466 277 11 189

工作物 22,010 316 11 22,315 3,455 104 18,860

その他

建設仮勘定 0 49 45 4 4

物品 2,042 130 347 1,825 1,466 124 359

合計 820,445 125,607 96,910 849,142 58,156 3,287 790,986

-
9
 -



②　有形固定資産の行政目的別明細

区分
生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 26,199 48,635 93,874 23,461 119 0 56,207 248,495

土地 18,446 29,354 67,941 19,272 0 0 21,745 156,758

立木竹 0

建物 6,125 19,035 24,771 4,105 119 0 34,013 88,168

工作物 1,134 51 41 18 0 0 358 1,602

船舶 0

浮標等 0

航空機 0

その他 0

建設仮勘定 494 195 1,121 66 0 0 91 1,967

インフラ資産 542,132 0 0 0 0 0 0 542,132

土地 523,079 0 0 0 0 0 0 523,079

建物 189 0 0 0 0 0 0 189

工作物 18,860 0 0 0 0 0 0 18,860

その他 0

建設仮勘定 4 0 0 0 0 0 0 4

物品 10 116 132 1 0 0 100 359

合計 568,341 48,751 94,006 23,462 119 0 56,307 790,986

-
1
0
 -



（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地 他団体出資等分

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

【様式第１号】

連結貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

266,100 11

162,566 13,609

36 52

879,439 24,278

809,205 10,257

△6,176 901

0 76

0 0

155,708 349

△59,324 7,475

10,666 2,320

0 136

219 負債合計 31,753

△1

0 7

0 923

0 3,112

466

△277

22,315

2,406 917,181

542,132 △9,137

523,079 2

4

2,543

△1,570

△3,455

0

0

64,162

389

252

6,072

162

5,910

61,458

0

61,458

152

133

4

0

2,361

268

23

37,719

37,719

△466

60,360

18,633

3,610

△469 純資産合計 908,046

資産合計 939,799 負債及び純資産合計 939,799

0

10

834

- 11 -



（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

59

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

科目 金額

151,055

65,927

22,153

21,284

787

64,421

23

36,382

29,785

1,683

4,524

390

7,392

164

819

6,409

85,128

0

20,696

0

11

17,525

6,086

11,439

133,530

522

0

31

0

491

13,479

33

13,446

120,573

- 12 -



(単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 882,658 △12,235 3

純行政コスト（△） △120,573 0

財源 144,190 0

税収等 98,397 0

国県等補助金 45,793 0

本年度差額 23,617 0

固定資産等の変動（内部変動） 20,344 △20,344

有形固定資産等の増加 107,835 △107,835

有形固定資産等の減少 △95,974 95,974

貸付金・基金等の増加 9,374 △9,374

貸付金・基金等の減少 △891 891

資産評価差額 0

無償所管換等 2,614

他団体出資等分の増加 0

他団体出資等分の減少 0

その他 11,589 △181

比例連結割合変更差額 △24 6 △1

本年度純資産変動額 34,523 3,098 △1

本年度末純資産残高 917,181 △9,137 2

23,617

科目 合計

【様式第３号】

連結純資産変動計算書

自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

870,426

△120,573

144,190

98,397

45,793

2,614

11,408

37,620

908,046

0

△19

0

0

- 13 -



（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

147

【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

科目 金額

144,512

59,286

23,356

29,428

0

6,355

85,226

64,519

20,695

0

12

160,204

97,677

45,514

6,056

10,957

1,720

0

0

0

15,692

15,626

5,577

9,091

938

20

0

146

280

458

736

241

5

△13,906

2,397

2,394

3

146

18,633

0

△2,251

本年度資金収支額 △465

前年度末資金残高 15,916

比例連結割合変更に伴う差額 3

比例連結割合変更に伴う差額 0

本年度末資金残高 15,454

3,025

154

3,179

- 14 -
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注記 

 

Ⅰ 区全体財務書類 

１ 重要な会計方針 

 （１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有形固定資産及び無形固定資産 ・・・ 取得原価 

ただし、昭和 59 年度以前に取得した道路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

なお、渋谷区会計基準によるインフラ資産・土地の評価額は 943,263 百万円です。 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

有価証券 ・・・ 市場価格にかかわらず取得原価 

  出資金 ・・・・ 出資金額 

 

（３）有形固定資産及び無形固定資産の減価償却の方法 ・・・ 定額法 

ただし、道路の舗装部分等のうち取替資産については、部分的取替に要する支出を費用として処

理する方法を採用しています。 

 

 （４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 ・・・・ 対象なし 

② 徴収不能引当金 ・・・・ 過去の回収不能実積率等で算定した引当率に乗じて算出された額 

③ 退職手当引当金 ・・・・ 作成基準日において在籍する全職員が、自己都合により退職した

場合の退職手当要支給額 

④ 損失補償等引当金 ・・・ 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共

団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定

に含めた将来負担額 

⑤ 賞与引当金 ・・・・・・ 翌会計年度に支払いが予定されている期末手当、勤勉手当並びに

これに係る共済費の額 

 

（５）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

対象なし 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払を含んで

います。 
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（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額または見積価格が 100万円以上の場合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについては、取得価額または契約価格が 1 億円以上の場合に資産として計上して

います。 

 

２ 重要な会計方針の変更 ・・・ なし 

 

３ 重要な後発事象 ・・・ なし 

 

４ 追加情報 

 （１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

   ① 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業会計 

   ② 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

   ③ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

   

 （２）貸借対照表に係る事項 

① 渋谷区会計基準と統一的な基準の計上額の相違は次のとおりです。   （単位：百万円） 

 区基準 統一的な基準 主な相違 

固定資産 1,323,344 857,102 ・インフラ資産・昭和 59 年度以前に取得した道

路の敷地の控除 

流動資産 52,690 51,121 ・現金預金に歳入歳出外現金を加算 

・収入未済のうち長期延滞債権を固定資産へ振替 

負債 24,672 27,713 ・預り金に歳入歳出外現金を加算（預り保証金を

除く） 

 

② 固定資産の減価償却累計額 ・・・ 附属明細書に記載 

 

（３）行政コスト計算書に係る事項 

    渋谷区会計基準と統一的な基準の計上額の相違は次のとおりです。    （単位：百万円） 

区基準 統一的な基準 主な相違 

行政収入・

金融収入 

132,267 経常収益 7,599 ・税収等（税収、分担金及び負担金、寄附金）、 

国・都支出金を純資産変動計算書へ振替 

特別費用 566 臨時損失  502 ・昭和 59 年度以前取得の道路敷地の減の控除 

・固定資産の過年度修正損を純資産変動計算書へ振替 

特別収入 14,114 臨時利益 13,477 ・固定資産の過年度修正益を純資産変動計算書へ振替 
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（４）純資産変動計算書に係る事項 

    純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（５）資金収支計算書に係る事項 

① 既存の決算情報との関連性                     （単位：百万円） 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 151,253 139,128 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 ― ― 

一般会計から特別会計への操出・繰入 6,562 6,562 

繰越金に伴う差額 12,822 ― 

資金収支計算書 131,869 132,566 

地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、

公会計では計上しないため、その分だけ相違します。 

 

   ② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

（全体）資金収支計算書 

業務活動収支 14,385 百万円 

 投資活動収入の国県等補助金収入 223 百万円 

 未収債権、未払債務などの増加(減少) 708 百万円 

 減価償却費 △3,334 百万円 

 賞与等引当金繰入額 △758 百万円 

 退職手当引当金繰入額 0 百万円 

 徴収不能引当金繰入額 △818 百万円 

 資産除売却益(損) 21 百万円 

 その他臨時損益 12,954 百万円 

純資産変動計算書の本年度差額 23,381 百万円 
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Ⅱ 連結財務書類 

 区全体財務書類との変更点は下記の通り  

 

１ 重要な会計方針 

（１）連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物 

なお、資金の範囲が異なる団体については、全体財務書類に合わせ連結修正を行っています。 

 

（２）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

連結団体における物品及びソフトウェアの計上基準によります。 

 

２ 追加情報 

（１）連結対象団体 

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

東京２３区清掃一部事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 3.22% 

特別区人事・厚生事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.31% 

特別区競馬組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.35% 

東京都後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.81% 

渋谷区土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

株式会社 渋谷サービス公社 第三セクター等 全部連結 － 

株式会社 渋谷区都市整備公社 第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人 渋谷区美術振興財団 第三セクター等 全部連結 － 

社会福祉法人 渋谷区社会福祉事業団 第三セクター等 全部連結 － 

一般財団法人 渋谷区観光協会 第三セクター等 全部連結 － 

                      （比例連結割合は表示桁数未満を四捨五入） 

連結の方法は次のとおりです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま

す。 

② 地方三公社、第三セクター等は、全て全部連結の対象としています。 

 

（２）出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体においては、出納整理期間

における現金の受払等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体と出納整理期間を設けている団体との間で、出納整理期間

に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 


